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東桜コンピテンシー「①ビジョン」について ～その 20～ 

 

①「ビジョン」 

数年～数十年単位の中長期的な目標として、望ましい社会や理想とする自分の姿を

思い描く力。 

 

“ＦＡＣＴ”を知ろう⑤ 少子化・人口減少について 
 
2022年 5月 7日、テスラやスペース Xの CEO として有名なイーロン・マスク氏が「出生

率が死亡率を上回るような変化がない限り、日本はいずれ消滅するだろう」とツイッターに投稿
しました。 

また、2019年には、はじめて出生数が 90万人を割り込んで約 86万 5千人となり、「86
万ショック」という表現で報道されました。今年も、「縮むニッポン : 総人口 64.4万人減少、
東京 26年ぶりにマイナス」といったタイトルのニュースが流れました。 

「少子高齢化」、「人口減少」は、「日本の課題は？」と聞かれたとき、すぐに思いつく回答
の一つです。 

しかし、現状はどうでしょう？ 課題の解決に向かっているでしょうか？ その兆しがまった
く見えていない残念な現状があるように感じます。 

今回は、少子高齢化、人口減少の現状等について調べてみます。 

少子化、人口減少をめぐる現状 

日本は、少子化が急速に進展した結果、2008年をピークに総人口が減少に転じており、人口
減少時代を迎えています。国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、2020年で 1億
2,571万人の日本の総人口が、2050年には 1億人を下回ることが予測されています。 

人口が増えるか、現状維持であった日本にとって、人口減少という現象ははじめての経験であ
り、それだけに先を見越した強力な対策が必要であったはずです。 

以下、内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」等の内容を引用します。 

内閣府 少子化社会対策白書 
 

図１ 我が国の人口及び人口構成の推移（総務省「平成 30 年版 情報通信白書」より） 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/index.html
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国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」は、我が国の将来の人口規

模や年齢構成等の人口構造の推移を推計している。このうち、中位推計（出生中位・死亡中位）では、合計特

殊出生率（15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの）は、実績値が 1.45であった 2015年から、

2024年の 1.42、2035年の 1.43を経て、2065年には 1.44へ推移すると仮定している。最終年次の合計特

殊出生率の仮定を前回推計（平成 24年 1月推計）と比較すると、30～40歳代における出生率上昇等を受け

て、前回の 1.35（2060年）から 1.44（2065年）に上昇している。 

この中位推計の結果に基づけば、総人口は、2053年には 1億人を割って 9,924万人となり、2065年には

8,808万人になる。前回推計結果と比較すると、2065年時点で前回の 8,135万人（長期参考推計）が今回で

は 8,808万人へと 673万人増加している。人口が 1億人を下回る年次は前回の 2048年が 2053年と 5年

遅くなっており、人口減少の速度は緩和されたものとなっている。 

生産年齢人口は、2056年には 5,000万人を割り、2065 年には 4,529 万人となる。総人口に占める割合

は、2065年には 51.4％となる。 

65歳以上人口は、2042年に 3,935万人でピークを迎え、その後減少し、2065年には 3,381万人となる。

総人口に占める割合は、2065年には 38.4％となる。 

 

図２ 我が国の総人口及び人口構造の推移と見通し（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より） 

 

 

人口構成も変化し、1997年には 65歳以上の高齢人口が 14歳未満の若年人口の割合を上回るようになり、

2017年には 3,515万人、全人口に占める割合は 27.7％と、増加している。他方、15歳から 64歳の生産年

齢人口は 2017年の 7,596万人（総人口に占める割合は 60.0％）が 2040年には 5,978万人（53.9％）と減

少することが推計されている。 

表１ 諸外国における年齢（3区分）別人口の割合（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より） 
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表１ 諸外国における年齢（3区分）別人口の割合（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より） 

世界全域の年少人口割合（国連推計）は、25.4％であるが、我が国の総人口に占める年少人口の割合は、

12.0％と世界的にみても小さくなっている。日本以外では、シンガポール 12.3％、韓国 12.5%、イタリア

13.0％と、相対的に合計特殊出生率が低い国は年少人口割合が小さくなっている。 

 

図３ 出生数及び合計特殊出生率の年次推移（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より） 
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諸外国の合計特殊出生率の推移 

図４ 諸外国の合計特殊出生率の動き（欧米）（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より）

 

諸外国（フランス、アメリカ、スウェーデン、イギリス、ドイツ、イタリア）の合計特殊出生率の推移をみると、

1960年代までは、全ての国で 2.0以上の水準であった。その後、1970年から 1980年頃にかけて、全体として

低下傾向となったが、その背景には、子供の養育コストの増大、結婚・出産に対する価値観の変化、避妊の

普及等があったと指摘されている。1990年頃からは、合計特殊出生率が回復する国もみられるようになって

きている。特に、フランスやスウェーデンでは、合計特殊出生率が 1.5～1.6台まで低下した後、回復傾向とな

り、2000年代後半には 2.0前後まで上昇した。 
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図５ 各国の家族関係社会支出の対 GDP比の比較（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より） 

 

家族関係社会支出の対 GDP比を見てみると、我が国の家族関係社会支出は、児童手当の段階的拡充や、

保育の受け皿拡大により、着実に増加してきたが、1.65％（2018年度）となっている。国民負担率などの違い

もあり、単純に比較はできないが、フランスやスウェーデンなどの欧州諸国と比べて低水準となっており、現

金給付、現物給付を通じた家族政策全体の財政的な規模が小さいことが指摘されている。
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少子化対策に成功している海外の事例 

北欧諸国やフランスなどでは、政策対応により少子化を克服し、人口置換水準近傍まで合計特殊出生

率を回復させている。 

※人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。若年期の死亡率が低下すると人口が減りにくく

なるので、この水準値は減少する。現在の日本の人口置換水準は、2.07（平成 27年、国立社会保障・人口問題研究所）。 

【フランスの例】 

① 家族給付の水準が全体的に手厚い。特に、第 3子以上の子をもつ家族に有利になっている。 

② かつては家族手当等の経済的支援が中心であったが、1990年代以降、保育の充実へシフトし、その後

さらに出産・子育てと就労に関して幅広い選択ができるような環境整備、すなわち「両立支援」を強める方向

で進められている。 

【スウェーデンの例】 

 40年近くにわたり経済的支援や「両立支援」施策を進めてきた。多子加算を適用した児童手当制度、両親

保険（1974年に導入された世界初の両性が取得できる育児休業の収入補填制度）に代表される充実した育

児休業制度、開放型就学前学校等の多様かつ柔軟な保育サービスを展開し、男女平等の視点から社会全

体で子どもを育む支援制度を整備している。 

【フィンランドの例】 

 ネウボラ（妊娠期から就学前までの切れ目のない子育て支援制度）を市町村が主体で実施し、子育てにお

ける心身や経済の負担軽減に努めている。 

日本では、「少子化社会対策大綱」を閣議決定するなど、少子化の対策に関する方針を示して

はいます。 

しかし、児童手当や高等教育の修学に関する経済的支援が、大綱が示された時点で「検討」段

階にあるなど、目標として掲げている「希望出生率 1.8」を実現するためには多くのハードルが

あるように感じます。 
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図６ 少子化社会対策大綱のポイント

結婚をめぐる意識 

図７ 独身でいる理由（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より）
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未婚者（25～34 歳）に独身でいる理由を尋ねると、男女ともに「適当な相手にめぐり会わない」（男性：

45.3％、女性：51.2％）が最も多く、次に多いのが、男性では「まだ必要性を感じない」（29.5％）や「結婚資金

が足りない」（29.1％）であり、女性では「自由さや気楽さを失いたくない」（31.2％）や「まだ必要性を感じない」

（23.9％）となっている。さらに、過去の調査と比較すると、男女ともに「異性とうまくつきあえない」という理由

が増加傾向にあり、女性では「仕事（学業）にうちこみたい」、「結婚資金が足りない」という理由も増加傾向に

ある。 

 

出産・子育てをめぐる意識 

図８ 妻の年齢別にみた、理想の子供数を持たない理由（内閣府「令和 3年版 少子化社会対策白書」より）

 

予定子供数が理想子供数を下回る夫婦の理想の子供数を持たない理由としては、「子育てや教育にお金

がかかりすぎるから」（56.3％）が 2010年の前回調査（60.4％）からは低下したものの最も多く、30～34歳で

8割を超えている。次に多いのが、「高年齢で生むのはいやだから」（39.8％）や「欲しいけれどもできないか

ら」（23.5％）であり、それぞれ前回調査から上昇している。これらを年代別にみると、年代が高くなるほど、そ

の割合が高くなる傾向がみられ、40～49 歳ではそれぞれ、約 5割、約 3割となっている。 

大学の授業料など、子育てや教育にお金がかかり過ぎることが子供を多く持たない理由となっ

ていることは頷けます。これまで、日本の社会では、子育てに係る費用の負担は家庭に大きく委

ねられてきました。今後は、経済的支援を含め、”子供は社会の宝”として、社会全体で育てる

意識を持つことが大切だと思います。 

このほかにも、長時間労働や女性が出産後にスムーズに職場に復帰できる環境など改善すべき

課題は数多くあるようです。 
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おわりに 

 

総人口が減少していることも課題ですが、上図のように、高齢世代にボリュームがある年齢構
成はさらに大きな課題です。現役世代が高齢者の年金や医療などの社会保障費を支えていくため
の負担が増えていくからです。（私自身は、今後とも身体が続く限り何らかの仕事に携わりなが
ら納税に努め、できるだけ現役世代のお世話にならないようにしたいと思いますが。） 

また、人口減少をポジティブに捉えることができる視点があれば、それを政策に反映するとい
うことも考えられるかもしれません。 

いずれにしても、人口減少、少子高齢化は、数十年前に予見されていた課題です。にもかかわ
らず、日本では改善の兆しが見えていないのが残念でなりません。 
 この数十年、政治や国家行政を担ってきた人々、人口減少を日本の大きな課題として扱う役割
を担ってきた報道関係者などを含め、我々の世代は現在の状況をきちんと振り返る責任があるよ
うに感じます。 

北欧諸国やフランスなどのように子育てに対する経済的支援などにより少子化を克服し、合計
特殊出生率を回復させている国はあります。日本でも、実効ある政策により、少子化に歯止めを
かけ、将来にわたって持続可能な安心できる制度を構築していくことが期待されます。 

「子どもの 7人に一人は貧困」という現実。かつては存在していなかった「子ども食堂」が必
要な社会。児童手当や高等教育の修学に関する経済的支援が十分とは言えず、子供を持つことを
ためらってしまうような子育ての環境。このような状況を看過していていいのでしょうか。 
  これからの時代を担う皆さんには、是非、未来の日本のため、いま本当に優先すべき施策は何
かを見極めてほしいと願います。今後、東桜学館から国の行く末を担っていく高い志を持った有
能なリーダーが現れるかもしれません。是非、誰もが安心して子供を産み育てることができる社
会。そして、子供たちが、普通に食事をして、普通に勉強をして、夢や目標を持ちながら社会人
となり、自分なりの自己実現を果たすことができる社会を構築してくれることを期待したいと思
います。 

2022年 5月  
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《追記》 

2022年 6月 3日の朝日新聞デジタル版に「2021年の出生数、過去最少 81万人 想定よ
り 6年早く少子化進む」というタイトルで記事が掲載されました。 

それによると、2021年に生まれた日本人の子ども（出生数）は 81万 1604人で、データ
がある 1899年以降で最少となったそうです。前年より 2万 9231人（３．5%）少なく、減
少は 6年連続。国の推計より 6年早く 81万人台前半に突入し、少子化の加速が鮮明になりまし
た。 

国立社会保障・人口問題研究所が 2017年に公表した将来推計では出生数を 3パターンで想
定。政府が通常使うシナリオ（中位）では、21年の出生数を 8６．9万人、悲観的なシナリオ
（低位）は 7５．6万人と算出していました。 

21年の実際の出生数は 8１．1万人で、政府のシナリオと悲観的なシナリオの中間付近の数
字になりました。政府のシナリオでは、出生数が 81万人台の前半になるのは 27年と見込んで
いましたが、想定より早く少子化が進行していることになります。日本人の人口が 1億人を切る
のは 49年と想定していましたが、それも早まることになりそうです。 

1人の女性が生涯に産む見込みの子どもの数を示す「合計特殊出生率」は１．30で、前年よ
り０．03ポイント下がりました。合計特殊出生率は、6年連続で低下し、過去 4番目の低水準
となりました。人口を維持するのに必要な出生率（２．06）だけでなく、政府が目標とする「希
望出生率１．8」とも大きく乖離（かいり）している状況です。 

都道府県別にみると、沖縄（１．80）が最も高く、鹿児島（１．65）、宮崎（１．64）と続
いています。最も低いのは東京（１．08）で、宮城（１．15）、北海道（１．20）の順。西高
東低の傾向となりました。 

出生数から死亡数を引き算して出る「自然増減数」はマイナス 62万 8205人で過去最大の減
少となりました。鳥取県の人口（約 54万人）を上回る規模の人口減が今後も続く見通しです。 

 

2022年６月  


